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管理計画認定制度のインセンティブ

フラット３５及びマンション共用部分リフォーム融資の金利引下げ

管理計画認定マンション等において、長寿命化に資する大規模修繕工事※が実施された場合に、その翌年度に課される
建物部分の固定資産税額を減額する。
減額割合は、1/6～1/2の範囲内（参酌基準:1/3）で市町村の条例で定める。

金利引下げ幅
（借入金利から）金利引下げ期間

年▲0.2％全期間

金利引下げ幅
（【フラット３５】の借入金利から）金利引下げ期間

年▲0.25％当初５年間

管理計画認定マンションの取得等にあたって、住宅金融支援機構融資の【フラット35】及びマンション共用部分リフォー
ム融資の金利引下げを実施する。

フラット３５ マンション共用部分リフォーム融資

※ 長寿命化に資する大規模修繕工事：外壁塗装等工事、床防水工事及び屋根防水工事の全ての工事を実施する必要がある。

マンション長寿命化促進税制（固定資産税額の減額）

マンションすまい・る債※における利率上乗せ
管理計画認定マンションの管理組合である場合に、マンションすまい・る債の利率を上乗せする。
※ マンション管理組合が行う修繕積立金の計画的な積立てや、保管・運用をサポートするため、住宅金融支援機構が発行している債券。

【参考：試算例】

（参考）管理計画認定を受けて
いないマンション管理計画認定マンション

0.500％0.550％

■債券の利率（10年満期時の年平均利率（税引前））

（管理計画認定を受けていないマンション）

約250万円 約275万円
（管理計画認定マンション）

5,000万円を購入した場合、10年経過時の受取利息（税引前）

＋約25万円
※ マンションすまい・る債を一括で5,000万円を購入した場合又は500万円を10年間継続購入した場合。
※ 継続購入する場合の毎年の利率は、管理計画認定マンションは0.550%、管理計画認定を受けていないマンションは0.500%と想定。

＊

13

マンションの管理計画認定制度

令和４年４月より、マンション管理適正化推進計画を作成した地方公共団体※において、一定の基準を満たすマ
ンションの管理計画の認定が可能となる「管理計画認定制度」が開始。
※市区。町村部は都道府県。

令和７年４月３０日時点における認定実績は２，270件 （国土交通省が把握しているもの）。

令和４年４月より、マンション管理適正化推進計画を作成した地方公共団体※において、一定の基準を満たすマ
ンションの管理計画の認定が可能となる「管理計画認定制度」が開始。
※市区。町村部は都道府県。

令和７年４月３０日時点における認定実績は２，270件 （国土交通省が把握しているもの）。

（１）修繕その他管理の方法
• 長期修繕計画の計画期間が一定以上あること 等

（２）修繕その他の管理に係る資金計画
• 修繕積立金の平均額が著しく低額でないこと 等
※修繕積立金ガイドラインで示す水準以上

（３）管理組合の運営状況
• 総会を定期的に開催していること 等

（４）その他
• 地方公共団体独自の基準に適合していること 等

主な認定基準主な認定基準

マンション管理組合の
管理者等

事前確認依頼

認定申請

地方公共団体

事前確認適合証の発行

認定通知書の発行

（公財）マンション管理センター
【管理計画認定手続支援サービス】

※申請の流れの一例（事前確認をマンション管理センターに依頼するケース） 管理計画認定制度のメリット管理計画認定制度のメリット

メリット１:マンション管理の適正化
•管理計画認定制度を通じ、管理組合による
管理の適正化に向けた自主的な取り組みが
推進される

メリット２:マンション市場における適切な評価
•認定を受けたマンションが市場で高く評価され
ることが期待される

メリット３:認定マンションに関する金融支援
•住宅金融支援機構の【フラット３５】及びマン
ション共用部分リフォーム融資の金利引下げ
が実施される
•住宅金融支援機構が発行するマンションすま
い・る債の利率上乗せが実施される

メリット４:固定資産税額の減額
•認定を受けたマンションが一定の要件を満た
す場合に固定資産税額が減額される
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一般的な管理組合方式と管理業者が管理者になる方式の比較（イメージ）

総会（意思決定機関）総会（意思決定機関）

理事会

組合員

事業者

一般的な管理組合方式のイメージ（理事会あり） 管理業者が管理者になる方式のイメージ（理事会なしの場合）

※管理業務

理事長

理事

＝≠
(区分所有者)(管理業者) (管理業者)(管理業者)

＝事業者

理事会なし

管理組合管理組合

総会で意思決定。
管理者による方針
に対して決議

総会の決議案 総会の決議案

※管理業務

※管理組合の代表で
ある管理者と、管理
業務を行う者が同一

管理者

(区分所有者)

監事 ※管理組合の業務の執行
及び財産の状況を監査

総会で意思決定。
理事会での方針
に対して決議

(区分所有者)

(区分所有者)

(区分所有者や外部専門家)

○ 理事会がある場合、総会に諮る議案は事前に区分所有者で構成される理事会で審議・決定された後、総会に上程
され、管理組合としての意思決定がなされる。

○ 一方で、理事会がない場合は、管理者（＝管理業者）が決めた方針が総会決議の対象となる。

※管理者業務 ※管理者業務

(区分所有者)

組合員

監事 ※管理組合の業務の執行
及び財産の状況を監査

(区分所有者や外部専門家)

管理者

15

外部専門家等の活用のあり方に関するＷＧ

ＷＧの目的

○ 近年、管理業者が管理者となるケースが増加している現状を踏まえ、「今後のマンション政策のあり方に関する検討会とりまとめ（2023年
８月）」にもとづき、こうした管理形態における留意事項を示したガイドラインの整備に向けた検討等を行うことを目的とする。

ＷＧ委員等

主な論点

〈WG委員〉
座長 鎌野 邦樹 早稲田大学大学院法務研究科 教授
委員 伊藤 智恵子 NPO法人全国マンション管理組合連合会

戎 正晴 弁護士・明治学院大学法学部客員 教授
香川 希理 弁護士
小西 英輔 （一社）マンション管理業協会専門委員
齊藤 広子 横浜市立大学国際教養学部 教授
瀬下 義浩 （一社）日本マンション管理士会連合会
出口 健敬 （一社）不動産協会事務局長代理

スケジュール

2023年 10月26日 第１回 論点の提示、今後の進め方
2023年 11月17日 第２回 各論点に関する検討
2023年 12月26日 第３回 各論点の今後の方向性について
2024年 11月26日 第４回 ガイドラインの文言案について
2024年 13月26日 第５回 ガイドライン（案）のとりまとめ

① 既存マンションにおける導入プロセス
② 新築マンションにおける説明
③ 管理のあり方（管理者権限、区分所有者の役割等）
④ 通帳・印鑑の望ましい保管のあり方
⑤ 終了する場合のプロセス
⑥ 日常の管理での利益相反取引における情報開示のあり方等
⑦ 大規模修繕工事等におけるプロセス等
⑧ 監事の設置と監査のあり方

〈オブザーバー〉
（一社）マンション計画修繕施工協会
（公財）マンション管理センター
法務省民事局

検討会の位置づけ・開催方針

○ ＷＧは、今後のマンション政策のあり方に関する検討会の下に設けるもの。
○ 各回は、公開（傍聴可能）で行う（会議資料は当日、議事要旨は後日HPで掲載）。オンラインと対面開催のハイブリット方式で開催。

〈事務局〉
国土交通省不動産・建設経済局参事官付
国土交通省住宅局参事官（マンション・賃貸住宅担当）付

14

土地総合研究 2025年夏号114



マンションにおける外部管理者方式等に関するガイドライン

ガイドライン第３章の概要

○ ガイドラインでは、マンション管理業者による外部管理者方式（管理業者管理者方式）の適正な運営を担保し、管理組合に不
利益が生じることを防ぐ観点から、管理業者管理者方式において留意するべき事項や望ましい体制について規定。

既存マンションにおいて
管理業者管理者方式を
導入する場合のプロセス

• 管理業者管理者方式を導入する場合、管理組合の運営に大きな
影響を与え得るため、管理業者は、説明会などの場において、
少なくとも③～⑧に関する事項について区分所有者に対し説明
することが望ましい。

新築マンションにおいて
管理業者管理者方式が
導入される場合の
説明のあり方

管理組合運営の
あり方

（管理者権限の範囲等）

管理業者管理者方式に
おける通帳・印鑑の
望ましい保管のあり方

• 管理者業務と管理業務の委託契約書は別々に分けるべき。
• 管理者業務と管理業務の担当者を分けるべき。
• 管理者の任期は原則１年程度とすることが望ましい。
• 区分所有者の意思反映のための環境整備（例として、管理
評議会といった区分所有者から構成される組織の設置、管理
者がアンケートにより区分所有者の意見を集約する環境の整備
等）が必要。

• 議決権行使は、管理者や外部専門家である監事への議決権
付与（委任状交付）ではなく、出席又は議決権行使書に
よることが望ましい。
※その他、欠格条項、総会決議事項、管理者の権限等規定。

①

②

③

④

論点
№

管理業者が管理者
の地位を離れる
場合のプロセス

日常の管理での
利益相反取引等に
おけるプロセスや

区分所有者に対する
情報開示のあり方

大規模修繕工事に
おけるプロセスや

区分所有者に対する
情報開示のあり方

監事の設置と監査
のあり方

• 監事のうち少なくとも１名は外部専門家から選任し、
加えて、区分所有者からも監事を選任することが望ましい。
※例外的に、小規模マンションであり、かつ経済的な理由等により外部専門家を
選任しないこともやむを得ないと考えられるときは、

➀区分所有者に対する定期的な報告（月１回程度）が実施され、
②区分所有者の意思を反映する仕組みが整備されている
場合に、区分所有者からのみ監事を選任することも考えられる。

⑤

⑥

⑦

⑧

論点
№

• 管理組合財産を管理する預金口座は、管理組合に帰属する
財産であることが一見して明らかとなる名義とするべき。

• 通帳と印鑑等の同一主体による保管を避けるため、管理組合
財産を管理する口座の印鑑等は監事が保管することが望ましい。

• 大規模修繕工事は、修繕委員会（区分所有者及び監事から
構成）を設置し、これを主体として検討することが望ましい。
※例外的に、小規模マンションであり、かつ修繕委員会の設置に向け適切な募集
期間を確保し、公平な立候補機会を確保したものの、候補者を確保できなかった
ときは、

➀設計コンサルタントやマンション管理士等の利用について検討したうえ、
②大規模修繕工事の過程について、区分所有者に対する透明性を確保する
ための措置を講じると共に、監事に対する定期報告を充実させる
場合に、修繕委員会を設置しないことも考えられる。

• 総会で承認を得た金額以上の支出を伴う取引や、
自己取引及びグループ会社との取引等については、総会に
おいて承認を得る必要がある。

• グループ会社の定義について、管理業者の親会社、子会社、
関連会社、管理業者を関連会社とする会社を総称したもの
として整理。

• 規約には、管理者の固有名詞を記載しないことが望ましい。
• 管理者の退任が決まった後の新管理体制への移行手続は、
監事が担うことが望ましい。

• 具体的には新規約の調整、新管理者の選任を議案臨時総会
• の招集通知を、旧管理者の退任決定日から1か月（より長くす
ることも考えられる）以内を目途に発出し、新管理体制を
整備することが望ましい。

• 管理業者管理者方式を採用する場合、購入希望者が購入時
点までに検討を行うことが必要となるため、分譲業者は、少なくと
も③～⑧に関する事項について購入希望者に対し情報提供す
ることが望ましい。

• 必要に応じて（購入希望者から質問を受け、分譲業者では必
要十分な情報提供が困難な場合など）、管理業者から購入希
望者に対して直接説明を行うことが望ましい。
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2020年
(n=335)

2021年
(n=325)

2022年
(n=333)

2023年
(n=331)

2024年
(n=327)

管理業者による第三者管理の受託状況

受託している 今後受託を検討している

126社

159社
145社

管理業者が管理者となる管理形態（管理業者管理者方式）の状況

【出典】マンション管理業協会「マンション管理トレンド調査」2020～2024年度をもとに国土交通省が作成。

（社）

○ 「マンション管理トレンド調査（（一社）マンション管理業協会）」によれば、2024年時点で管理者業務を「受託し
ている」、もしくは「今後受託を検討している」と回答した管理業者は173社となっており、2020年と比べて約4割増
加している。

○ また、管理者業務を受託する管理業者のうち、理事会を設置しない方式を採用している管理業者が約７割存在
している。

※ 管理者業務を受託している管理業者による回答件数。ただし、「理事会あり」と
「理事会無し」 のどちらも受託している場合、上記グラフの「理事会あり」と「理事
会無し」の件数に対して、それぞれ1件ずつをカウントして集計。

167社

理事会無し
129件

理事会あり
63件

管理業者が管理者となる場合の理事会の有無

理事会無し 理事会あり

n=173
173社
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事業実施段階事業検討段階～決議段階分類所管法律

民事法法務省区分所有法

行政法
（事業法）国交省マンション建替円滑化法

○ 区分所有法は建替え決議についてその要件、手続き等を定める一方、決議後、建替えをどのように進めるかは、建替え合意者間の同意に
委ねている。

○ マンション建替円滑化法制定以前においては、建替え事業の遂行についての意思決定の方法が不明確であること、区分所有建物の取壊
しに伴い、区分所有権や抵当権等が消滅するところ、建替え後の区分所有建物における権利設定について、多数の者からの同意を得る
のが困難であることなどの課題があった。

→ マンション建替円滑法では、①組合設立、②権利変換等の事業手続について措置することにより、建替えの円滑な実施等に寄与している。

建替え
決議

工事（除却・建築）組合
設立

権利
変換

■マンション建替円滑化法整備前の主な課題と法整備による主な効果

• 建替え同意者のグループで、工事請負・
資金借入れ（資金調達）等の契約主
体となれない

■区分所有法とマンション建替円滑化法の関係性について

事業手続き

事業主体の
法的安定性
確保

• 関係する権利（区分所有権・敷地利
用権、借家権等）の調整を個別に行う
必要があるため、手続きが困難かつ煩雑

建替組合に法人格が与えられた
建替組合が主体となって工事請負・資金借入等の
契約を締結することが可能

権利変換手続により円滑な権利移行が可能となった
基準日において、関係権利が一斉に建替え後のマン
ションに移転

抵当権者から合意を得やすくなった
従前のマンションに対する抵当権は権利変換計画に
従い建替え後のマンションに移行

権利変換手続
による円滑な
権利調整

関係者の権利
の円滑な移行

• 建替え前のマンションを除却するにあたり、
抵当権を一時的に解消する必要があるた
め、抵当権者（金融機関等）の合意が難しい

建替え検討

法整備前 法整備後

事業主体が
法的に不安定

区分所有者間
の合意形成が
難しい

関係者権利者
との合意形成が

難しい

行政認可
法人格の付与

行政認可
円滑な権利の移行

事業
完了

？

BANK

マンション建替円滑化法により事業手続きが整備されたことにより、マンションの建替えを円滑に実施することが可能となった。

※事業の一定の段階（組合設立等）において行政の認可により、着実な事業推進が可能。

19

マンション建替円滑化法の意義（事業手続きの必要性）

マンション建替円滑化法の概要 （平成1４年成立、同年施行）

マンションにおける良好な居住環境の確保、地震によるマンションの倒壊や老朽化したマンションの損壊等の被害から国民の生命、
身体及び財産を保護するための事業制度及び特例措置について定めたもの。

目的

概要

区分所有法に基づく建替え決議後に、法人格を持つマンション建替組合を設立し、組合が主体となって権利変換手法により
建替えを実施。
・事業者等が区分所有者等の同意を得たうえで、個人施行とすることも可能
・要除却認定を受けてマンション建替事業を実施することで、特定行政庁の許可により容積率緩和特例を受けることも可能

〇 要除却認定（耐震性、火災安全性、外壁等剥落危険性、配管設備腐食等、バリアフリー基準不適合による認定）
国土交通大臣が定める基準に適合しないと認められるとき“除却が必要なマンション”として特定行政庁が認定
〇 建替時の容積率緩和特例
要除却認定を受けたマンションについて、建替え後に建設されるマンションにおける公開空地の面積、立地、地域の
防災や環境等への貢献に応じて、特定行政庁の許可を受けて容積率を緩和

特定要除却認定（耐震性、火災安全性、外壁等剥落危険性による認定）を受けたマンションの建替え等のための事業制度

マンション敷地売却事業

敷地分割事業

・・・ マンションと敷地を一括でデベロッパーに売却。
マンションの除却や代替建築物の提供等は買い受けたデベロッパーが実施。

・・・ 団地建物所有者で共有されている団地型マンションの敷地を分割。
分割後はマンション建替事業やマンション敷地売却事業等を実施。

マンション建替事業

＜除却する必要のあるマンションに係る特別の措置＞

18
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３．マンションの管理・再生の円滑化等のための改正法

21

マンション建替円滑化法に基づく事業イメージ

・原則として、建替前のマンション等の所有権は、建替組合に
一旦移転した後に、建替後のマンション等の所有権へ権利を
変換（＝権利変換）
・ただし、建替後のマンションの所有権取得を希望しない者は
転出することも可能（＝転出者）

マンション建替事業 マンション敷地売却事業 敷地分割事業

区分所有法に基づく建替え決議後に、法人格
を持つマンション建替組合を設立し、組合が主
体となって権利変換手法により建替えを実施。

○ 老朽化したマンションを再生する事業としては、建替え又は敷地売却という選択肢がある。
○ 令和２年法改正により、団地型マンションにおける事業の円滑化を図る制度として、敷地分割制度を創設。

建替後マンション等

建替前マンション等（マンション及び敷地）

除却

新築

売却前マンション敷地

敷地

除却

買受人が当該敷地において
新たに土地活用を実施

団地型マンション敷地

マンションと敷地を一括で買受人（デベロッパー
等）に売却。
マンションの除却や代替建築物の提供等は買
受人が実施。建替えと異なり、建物除去後の
土地利用について自由度が高い。

団地建物所有者で共有されている団地型マン
ションの敷地を分割。
敷地分割後は、マンション建替事業やマンショ
ン敷地売却事業等を実施。

分割実施敷地等において
老朽化マンションの再生

敷地売却

建替え

・原則として、売却前のマンション敷地の所有権は、敷地売却
組合に一旦移転した後に、最終的には買受人に移転。
（建替前のマンションの所有者は、分配金を取得し、売却後
の敷地を活用した建物等の所有者にはならない。）
・ただし、事業への参加を希望しない者は転出することも可能
（＝転出者）

一部棟が
特定要除却認定

敷地売却建替え
敷地分割

令和4年４月
施行

令和4年４月
施行

・敷地分割事業は、建替前のマンションに係る専有部
分及び建物共用部分に係る権利に変動は生じない。
・ただし、敷地分割により、土地の持分移転が生じる。

決議要件
5分の４

全員同意
↓

5分の４

全員同意
↓

5分の４

特定要除却認定

20
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概 要

改正法の概要

１. 適正な管理を促す仕組みの充実など管理の円滑化等
〇 現行の管理計画は既存マンションが対象。
新築時から適切な管理や修繕を計画しておく必要

新築時に分譲事業者が管理計画を作成し、管理組合に
引き継ぎ

自己取引等につき、区分所有者への事前説明を義務化

２. 多様なニーズに対応した再生の円滑化等
〇 建替えだけでなく、様々な手法で老朽化
マンションの再生を進めていく必要

建物・敷地の一括売却等、建替え以外の再生等も
多数決決議で可能とし、各決議に対応した事業手続を創設

〇 合意形成の促進や容積確保により、建替え
を進めやすくする必要

隣接地の所有権等についても、権利変換を可能に

３. 適正な管理と円滑な再生等に向けた地方公共団体の取組の充実

修繕等の決議は、集会出席者の多数決による 現行：
全区分所有者の多数決

管理不全の居室等を裁判所選任の管理人が管理

耐震性不足で建替え等をする場合の高さ制限の特例

〇 マンションの外壁が剥落等すれば周辺にも危険。
早めの能動的な働きかけが必要 外壁剥落等の危険なマンションへの報告徴収、勧告等

〇 地方公共団体だけで取り組むには限界。
官民で連携し地域全体で支援を行う体制が必要

〇 決議に参加しない無関心な区分所有者等の
存在が円滑な管理を阻害

区分所有者の合意形成支援等を行う民間団体の登録

〇 管理業者が管理組合の管理者（代表者）を兼ね、
工事等受発注者となる場合、利益相反の懸念

23

改正法の背景

背 景
〇 マンションは国民の１割以上が居住する重要な居住形態
〇 建物と居住者の「２つの老い」が進行しており、外壁剥落等の危険や集会決議の困難化等が課題

0

100

200

300

400

500

10年前 現在 10年後 20年後

（万戸）

現在
〈2023年末〉

10年後
〈2033年末〉

20年後
〈2043年末〉

10年前
〈2013年末〉

464万戸

274万戸
137万戸

41万戸

築40年以上のマンションストック数の推移 世帯主が70歳以上の住戸の割合

築10年
未満

築10年
以上

築20年
以上

築30年
以上

築40年
以上

高経年マンションほど
高齢世帯主の
住戸割合が増

55%

35%

19%
15%

9%

0%

20%

40%

60%
高経年マンションが急増

10年で２倍、20年で3.4倍に

新 築 適正管理
これ以上の
長寿命化が
困難

躯体損壊等

長寿命化

再 生修繕・改良

管理不全

新築から再生までのライフサイクル全体を見通して、管理・再生の円滑化等を図ることが必要

一部で外壁剥落 22
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２. 再生の円滑化等の推進

建替え以外の再生等も多数決決議（4/5）で可能に

①新たな再生手法の創設等

※耐震性不足等の場合は3/4に、政令指定災害による被災の場合は2/3に緩和

【区分所有法・被災区分所有法・マンション再生法・住宅金融支援機構法】

更新（一棟リノベーション）：躯体の補強と全専有部分の改良

（イメージ）

（Before）

（Before）

《除 却》
マンション除却：マンションの取壊し（定期借地権型マンションの解体等）

②多様なニーズに対応した建替え等の推進

〇 容積確保のため隣接地等の取り込みを目指すも、
その地に住み続けたい権利者との合意形成が課題

隣接地の所有権等について、建替え・再建後の
マンションの区分所有権への権利変換を可能に

（イメージ）

〇 容積緩和の活用に高さ制限がネックになる場合あり

耐震性不足等で建替え・更新をする場合、
特定行政庁の許可による高さ制限の特例
※周辺の日照確保等に十分配慮して許可

※建築基準法における建物の斜線制限等

※下記：主な手法

等

上記決議に対応した事業手続等を整備
※組合設立、権利変換計画、分配金取得計画等

※併せて、賃貸借の終了請求等の仕組みや団地における多数決要件の緩和等の措置を講じる

《再 生》

マンション敷地売却：マンションと敷地を一括して売却
※今般、全てのマンションに対象を拡充

（管理組合） （デベロッパー等）

《売 却》

（撮影）上田宏

25

1. 管理の円滑化等の推進

分譲事業者が管理計画を作成し、管理組合に引き継ぎ
〇 新築時から適切な管理や修繕を計画しておく必要

①適正な管理を促す仕組みの充実

〇 管理業者が管理組合の管理者(代表者)を兼ね、
工事等受発注者となる場合、利益相反の懸念
自己取引等につき、区分所有者への事前説明を義務化

②集会の決議の円滑化

管理組合の
管理者を選任分譲（新築）建築確認後

管理者
認定申請

①分譲事業者
認定申請

②分譲事業者と
管理組合で共同変更

《
現
行
》

※併せて、認定に係る表示制度を創設

〇 決議に参加しない無関心な区分所有者等の存在が課題
修繕等の決議は、集会出席者の多数決による

裁判所認定の所在不明者を決議の母数から除外

■出席者の多数決による普通決議（過半数）の例

出席

無関心 所在不明

欠席

現行法：賛成 2/5で否決

改正後：賛成 2/3で可決

③マンション等に特化した財産管理制度

管理不全・所在不明者の居室等を裁判所が選任す
る管理人に管理させる制度を創設

【マンション管理法・区分所有法】

（分譲事業者と管理組合で共同変更） （現行：全区分所有者の多数決）

※併せて、共用部分の変更決議の多数決要件の緩和等の措置を講じる

※その他、共用部分に係る損害賠償請求権等の行使の円滑化などの措置を講じる

《
拡
充
》

管理業者が管理組合の管理者を兼ねる場合

管理組合

＝管理業者
※管理組合の代表である管理者と管理業者が同一

管理者

・ 自己取引等の前に説明会
を開催し、
・ 取引相手や取引内容等
を丁寧に説明

理事会なし

区分所有者に対して、

総会（意思決定機関）
区分所有者

24
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改正法の施行日

27

○ 公布日から６月以内

○ 令和８年４月１日

○ 公布日から２年以内

３．地方公共団体の取組の充実
① 危険なマンションへの勧告等
② 民間団体との連携強化

１．管理の円滑化等の推進
① 適正な管理を促す仕組みの充実（管理業者管
理者方式に限る。）

② 集会の決議の円滑化
③ マンション等に特化した財産管理制度

２．再生の円滑化等の推進
① 新たな再生手法の創設等
② 多様なニーズに対応した建替え等の推進

１．管理の円滑化等の推進
① 適正な管理を促す仕組みの充実（管理計画認
定の拡充に限る。）

３. 地方公共団体の取組の充実【マンション再生法・マンション管理法】

①危険なマンションへの勧告等

〇 マンションの外壁が剥落等すれば、周辺にも危険。

外壁剥落等の危険な状態にあるマンションに対する
報告徴収、助言指導・勧告、専門家のあっせん等

保安上危険な状態として
行政代執行した事例

外壁剥落等の危険な状態

財産管理制度（１.③）について地方公共団体による
申立ても可能に

②民間団体との連携強化

〇 官民で連携し、地域全体で支援を行う体制が必要
※マンションストック数の約８割を占める177団体中、専任担当者を配置している割合は約18％

区分所有者の意向把握・合意形成支援等を行う
民間団体の登録制度

①東北マンション
管理組合連合会
（NPO）

・組合運営に係る提案等

②東京都マンション
管理士会
（一社）

・規約の作成援助等

地方公共団体

申請 登録

管理組合

区分所有者の意向把握

・ 地方公共団体のマンション計画
の作成等の提案

（イメージ）

民間団体

※再生等にも協力

民間団体の取組例

・ 財産管理制度の活用の要請

合意形成支援など

空家化し、除却等の行政代執行が必要とならないよう、
早めの能動的な働きかけが必要
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区分所有法制の見直しに関する諮問第124号

老朽化した区分所有建物の増加等の近年の社会情勢に鑑み、区分所有建物の管理の円滑化及び建替えの実施を始めと

する区分所有建物の再生の円滑化を図るとともに、今後想定される大規模な災害に備え、

大規模な災害により重大な被害を受けた区分所有建物の再生の円滑化を図る等の観点から、区分所有法制の見直しを行

う必要があると思われるので、その要綱を示されたい。

区分所有建物の管理の円滑化 区分所有建物の再生の円滑化 被災区分所有建物の再生の円滑化

○ 集会の決議を円滑化するための

仕組み

○ 区分所有建物の管理に特化した

財産管理制度

○ 共用部分の変更決議を円滑化する

ための仕組み

○ 専有部分の管理を円滑化する

ための仕組み

○ 建替えを円滑化するための仕組み

○ 区分所有関係の解消・再生のため

の新たな仕組み

○ 団地の再生を円滑化するための

仕組み

○ 建替え・建物敷地売却決議等の
多数決要件の緩和

○ 大規模一部滅失時の決議可能期間
の延長

など など など

中間試案
取りまとめ

区分所有法制部会
における調査審議

法制審議会
へ諮問

令和4年9月 令和5年6月

法制審議会
要綱答申

パブコメ※を踏まえた検討
※提出意見数 131件
（うち団体 36件）

7月～令和6年1月 2月
速やかに
法案提出

区分所有法制の見直し

29

（参考） 区分所有法等の改正

28
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○ マンションの管理に関する決議について、集会に出席した区分所有者及びその議決権の多数決により決することとなる
（当該集会に出席していない人は決議の分母から除外される）。

○ 区分所有権の処分を伴うものを含む全ての決議（マンションの管理及び再生に関する決議）について、所在等不明区
分所有者が決議の母数から除外される（裁判所による除外決定が必要）。

注：出席には、物理的に総会に出席する場合のほか、議決権行使書の提出、委任状又は代理人による意思表示（書面等による意思表示）を行うことも含まれる。
※ 「一定の客観的な事由」とは、①地震に対する安全性不足、②火災に対する安全性不足、③外壁剥落の危険性、④給水排水その他配管設備の損傷等、⑤バリアフリー基準不適合を想定。

特別多数決議（決議が成立するためには、4分の3(75％)以上の賛成が必要となる）
（例：共用部分の変更（その形状又は効用の著しい変更を伴わないものを除く。）、規約の変更等）決議内容

改正後現行

賛 成

反 対

欠席者

所在等
不明

810分母（数）

87.5%70.0%賛成率

成立不成立決議の結果

建替え決議（決議が成立するためには、5分の4(80％)以上の賛成が必要となる。 ）
なお、一定の客観的な事由※がある場合は、 4分の3(75％)以上の賛成に要件が緩和される。

改正後現行

1012

80.0%66.6%

成立不成立

除外

除外

除外

マンションの管理に関する決議（一例） マンションの再生に関する決議（一例）

(8/10)(8/12)(7/8)(7/10)

7 7 ８ ８

１ 1

１ 1

2 2

１

１

１１

１

１

【参考】 区分所有法における集会の決議を円滑化する仕組みによる効果
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区分所有建物の管理の円滑化を図る方策

1.集会の決議の円滑化 2.区分所有建物の管理に特化した財産管理制度※

※裁判所が管理人を選任して管理させる仕組み

○所在等不明区分所有者を決議の母数から除外する仕組み

● 所在等不明の区分所有者の存在が円滑な決議を阻害

裁判所の関与の下で、所在等不明区分所有者を決議の母数
から除外する制度を創設

○出席者の多数決による決議を可能とする仕組み

● 決議に参加しない無関心な区分所有者の存在が円滑な決議を阻害

出席者の多数決による決議を可能とする制度を創設

○所有者不明の専有部分の管理制度

● 所在等不明区分所有者の専有部分は適切に管理されず、建物の
管理に支障

所在等不明区分所有者の専有部分の管理に特化した新たな
財産管理制度を創設

○管理不全の専有部分・共用部分の管理制度
● 専有部分や共用部分が適切に管理されないことによって危険な
状態になることも

管理不全状態にある専有部分や共用部分の管理に特化した
新たな財産管理制度を創設

4.共用部分の変更の円滑化

○共用部分の変更決議の要件緩和

● 共用部分の変更決議の多数決要件（4分の

3）を満たすことは容易でなく、必要な

工事等が迅速に行えない

共用部分の設置・保存に瑕疵がある

ことによって他人の権利を侵害する

おそれがある場合やバリアフリー化

のために必要となる場合には、多数

決割合を3分の2に引き下げる

3.専有部分の管理の円滑化

○配管の全面更新等

国外居住の区分所有者が専有部分の
管理のための国内管理人を選任できる
制度を創設

専有部分の工事を伴う配管の全面更新
等を一定の多数決で行うことができる
制度を創設

○国内管理人

規約の閲覧方法のデジタル化や、建物が
全部滅失した場合の敷地等の管理の円滑化
を図る制度を創設

5.その他の管理の円滑化

○管理事務の合理化

○共用部分に係る損害賠償請求権等
の行使の円滑化

共用部分について損害賠償請求権等が発生
した後に一部の区分所有権が転売されても
管理者が請求権を代理して行使できる制度
を創設

○区分所有者の責務

区分所有建物の管理に関する区分所有者
の相互協力義務を明記

● 専有部分の工事を伴う配管の全面更新を
多数決によって行えるかは現行法上不明確

● 区分所有者が国外に居住する場合には、
専有部分の管理が困難になりがち

※ 建替え決議など区分所有権の処分を伴う決議については対象外

30
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区分所有建物の再生の円滑化を図る方策

1.建替えの円滑化

○建替え決議の要件緩和

● 建替え決議の多数決要件（5分の4）を満たすのは容易でなく、

必要な建替えが迅速に行えない

所在等不明区分所有者の決議の母数からの除外に加え、一

定の客観的事由※がある場合には多数決割合を4分の3に

引き下げる

① 耐震性の不足

② 火災に対する安全性の不足

③ 外壁等の剝落により周辺に危害を生ずるおそれ

④ 給排水管等の腐食等により著しく衛生上有害となるおそれ

⑤ バリアフリー基準への不適合

下の①～⑤のいずれかに該当

※客観的事由

2.区分所有関係の解消・再生のための新たな仕組み

○多数決による建物・敷地一括売却や建物の取壊し等

● 建物・敷地一括売却や建物の取壊し等を行うには、区分所有者

全員の同意が必要であり、事実上困難

建替えと同等の多数決による

①建物・敷地の一括売却

②建物の取壊し

③建物を取り壊した上での敷地売却

を可能とする制度を創設

○多数決による一棟リノベーション工事（建物の更新）

● 既存躯体を維持しながら全ての専有部分を含む建物全体を更新
して、実質的な建替えを実現する「一棟リノベーション工事」
が技術的に可能になっているが、区分所有者全員の同意が必要
であり、事実上困難

建替えと同等の多数決による一棟リノベーション工事

（建物の更新）を可能とする制度を創設

※ 区分所有建物が全部滅失した場合の敷地等の管理の円滑化を

図る制度（P3の5.）として設ける敷地共有者等の集会において

も、5分の4の多数決による建物の再建・敷地売却を可能とす

る制度を創設

○建替え決議がされた場合の賃貸借等の終了

● 建替え決議がされても、賃借人の同意がない限り専有部分の

賃貸借等は終了しないため、建替え工事の円滑な実施を阻害

建替え決議がされた場合に、金銭補償により賃貸借等を

終了させる制度を創設

（参考）

○マンションストック総数：約700万戸

○耐震性不足のおそれがあるマンションストック数：約103万戸※1

○共同住宅（持ち家）の共用部分の非バリアフリー化率：約59％※2

（建築着工統計、平成30年住宅・土地統計調査等から推計）

※1 「旧耐震基準」で建築されたマンションストック数
※2 「道路から玄関まで車椅子で通行可能な住宅ストック」以外の住宅ストック比率

33

○ 区分所有法制の見直しに関する要綱では、区分所有建物の管理に特化した、裁判所の関与による財産管理制度
（所有者不明の専有部分、管理不全の専有部分、管理不全の共用部分について、利害関係人の申立てにより、各
管理人による管理を命ずる処分）を創設することが予定されている。

【参考】区分所有法の財産管理制度

選任

例）所有者不明専有部分管理人の選任（イメージ）

所有者不明
専有部分管理人

弁護士等

○○マンション

裁判所

地方裁判所

利害関係人

管理組合等 ①

②

③

所在等不明区分所有者が存するマンション
（イメージ）

所在等不明
区分所有者

財産管理制度 申立権者

所有者不明専有部分
管理制度

管理不全専有部分
管理制度

管理不全共用部分
管理制度

利害関係人

利害関係人

利害関係人

32
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決議要件区分所有法で定める客観的要件に該当する場合

区分所有者及び
議決権の

４４分分のの３３
以以上上

➀耐震性不足
地震に対する安全性に係る建築基準法等の基準に適合していないこと

➁火災安全性不足
火災に対する安全性に係る建築基準法等の基準に適合していないこと

③外壁等剥落のおそれ
外壁、外装材その他これらに類する建物の部分が剥離し、落下することにより周辺に危害
を生ずるおそれがあること

④配管設備腐食等
給水、排水その他の配管設備の損傷、腐食その他の劣化により著しく衛生上有害となる
おそれがあること

⑤バリアフリー基準不適合
高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に規定する建築物移動等円滑化基準
に準ずる基準に適合していないこと

【参考】 区分所有法・被災区分所有法における建替えの決議要件の緩和

○ 区分所有法制の見直しに関する要綱では、マンションを含む区分所有建物について、①耐震性不足、②火災安全性不足、③外
壁等剥落危険性、④配管設備腐食等、⑤バリアフリー基準不適合のいずれかの事由が認められる場合には、決議要件を区分所
有者及び議決権の各５分の４以上から、各４分の３以上に緩和するとされている。

○ また、政令指定災害により区分所有建物の一部が滅失した場合は、決議要件を区分所有者及び議決権の３分の２以上に緩和。

決議要件政令指定災害が発生した場合

区分所有者及
び議決権の

３３分分のの２２
以以上上

政令指定災害によって、区分所有建物の一部が滅失した場合は、
決議要件を大幅に緩和。

現行法

区分所有者及び
議決権の

５分の４
以上

35

＜建物敷地売却＞
• 区分所有者及び議決権の一定の多数決により、区分所有建物及び敷地利用権を一

括して売却することを可能とする制度

＜建物取壊し敷地売却＞
• 区分所有者及び議決権の一定の多数決により、区分所有建物を取り壊した上で、敷

地を売却することを可能とする制度

＜取壊し＞
• 区分所有者及び議決権の一定の多数決により、区分所有建物の取壊しを可能とする

制度

＜再建＞
• 区分所有建物の全部が滅失した場合には、敷地共有者等の議決権の一定の多数決

により、その敷地での区分所有建物の再建を可能とする制度

＜敷地売却＞
• 区分所有建物の全部が滅失した場合には、敷地共有者等の議決権の一定の多数決

により、その敷地の売却を可能とする制度

＜建物更新（一棟リノベーション）＞
• 区分所有者及び議決権の一定の多数決により、共用部分の変更及び全ての専有部

分の更新工事を行う工事

＜（参考）建替え（区分所有法）＞
• 区分所有者及び議決権の各４／５以上の決議により、建物を取り壊し、かつ、当該

建物の敷地に新たに建物を建築する制度

＜（参考）マンション敷地売却（マン建法）＞
• 特定要除却認定を受けたマンションについて、区分所有者、議決権及び当該敷地利

用権の持分の価格の各４／５以上の決議により、マンション及び敷地を一括して売却
し、買受人が除却する制度

区分所有関係の解消・再生のための新たな仕組み（区分所有法制の見直しに関する要綱）
売買等による
所有者の変更

建替え等による
新たな建築物

【参考】 区分所有関係の解消・再生のための新たな仕組みのイメージと事業手続きの検討

○ 区分所有法制の見直しに関する要綱では、区分所有関係の解消・再生のため様々な制度（決議）を設けるとされている。
○ これを踏まえ、マンション建替円滑化法においても、新たに設けられる制度（決議）に対応した事業手続きを創設することを検討。
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マンション標準管理規約や各種ガイドライン、マンション政策に関する最新情報は、
国土交通省のWEBサイトに掲載しております。
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国土交通省 マンション政策 検索

ご清聴ありがとうございました

団地・被災区分所有建物の再生の円滑化を図る方策

被災区分所有建物の再生の円滑化

多数決割合をいずれも3分の2とする 決議可能期間を3年に延長し、場合によっては再延長
も可能とする

○建替え・建物敷地売却決議等の多数決要件の緩和

● 被災した区分所有建物の建替え決議等の多数決要件は5分の4、

変更決議等の多数決要件は4分の3とされ、必要な行為を迅速に

行うことができず、早期の復興を阻害するおそれ

団地の再生の円滑化

○一括建替え決議の要件緩和

各棟要件の緩和

○一部建替え承認決議の要件緩和

○団地内建物・敷地の一括売却

一括建替えと同等の多数決による団地
内建物・敷地の一括売却を可能とする
制度を創設

● 団地内建物・敷地の一括売却のためには、
団地内の区分所有者全員の同意が必要で、
事実上困難

全体要件の緩和

全ての建物について一定の客観的事由
がある場合には全体の4分の3に引き
下げる

○被災区分所有法に基づく決議可能期間の延長

建替え対象の建物について一定の客観
的事由がある場合には3分の2に引き下
げる

A棟 B棟 C棟

団地の敷地全体をA棟～C棟の区分所有者全員で共有

団地関係のイメージ

区分所有者：
a1、a2、a3、a4…

区分所有者：
b1、b2、b3、b4…

区分所有者：
c1、c2、c3、c4…

いずれかの棟で建替えに反対する者が
3分の1を超えない限り、一括建替え
ができることとする

○団地内建物が一棟以上滅失した場合
における団地の管理の円滑化

● 被災した区分所有建物の建物敷地売却決議・建物取壊し敷地売

却決議・取壊し決議の決議可能期間が1年とされているのは短す

ぎ、準備が困難

● 団地内建物が老朽化等により一棟以上
滅失した場合、現行法の下では、集会に
よる意思決定が困難になることも

滅失後も引き続き集会を開くことが
できる制度（全棟滅失の場合には敷地
売却決議も可能）を創設

● 団地内建物の一括建替え決議の全体要件
（団地全体の5分の4）・各棟要件（棟ごと
の3分の2）を満たすのは容易でなく、必
要な一括建替えが迅速に行えない

● 団地内の一部建物の建替えの際の敷地共
有者による建替え承認決議の要件（4分の

3）を満たすのは容易でなく、必要な建替
えが迅速に行えない
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